





















































































































































都市河JI 1/50~1/lOO 合理式 0.8~0.9 
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下 水 道 計 商 の 稼t 聖書
放流先河川の条件の考え15
主な施設 計爾基本方針と問題点









































年 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 フじ 2 
被主害総額 159，617 107，575 312，038 542，427 251，157 24，260 97，718 285，534 86，709 86，813 136，917 327，600 
うち治水に 95，418 58，651 185，966 232，755 90，320 18，680 51，059 118，680 52，778 39，872 95，781 190，434 よるもの














































0.8 合理式 1/5 (1 
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図-4 下水道排除計画策定フローチャート
低平地研究 NO.2附 RCH1993ー …-45
計画策定上，大きな不整合が生じ易いこと ， 
を表している.これは，図-5に示すよう | 
に下水道施設において流出抑制を行っても， I 
都市河川のピーク流出量の低減を臨れない流出傘
場合が考えられる.
3 )まとめ
以上，モデル排水院をもとに河川制約条
件の違いから，下水道計画の基本方針が異
なり，その制約条件が意味を持たない場合
があることを示した.却ち，下水道計踊を
策定するよでは，都市河川と下水道が一体
化した 1つのシステムとして機能するよう
下水道の 潟1のピーク
ピーク向溌持 出現時
時間
河川!のある地点
での雨水流出重量
図-5 下水道の流出抑制効果
計画策定段階から考慮する必要があり，流
出量算定式が合理式である場合， 2)で示し
たcase2の考え方を採用することが妥当
であると考えられる.
闘審者賂歴
4.おわりに
都市河川と下水道が一体化した流域シス
テムとした総合排水計画の策定の必要性が
求められて，既に， 10年以上の時間が経過
しているにもかかわらず，実際，行政上，
この考え方が運用されているのは数少ない.
特に，低平地においては河]11と下水道が歩
み寄って 1つの雨水排除計画の立案を行う
必要があろう.今後，総合排水計画の視点
での計画策定をより効率的に進めて行くた
めには，以下のような課題を克服する必要
があろう.
・行政の横断的対応(河]11，下水道行政
の協力)
-制度の充実(事業制度の統一，補助制
度の統一)
・技術の高度化
-目標整備レベルの設定
・南水流出解析及び浸水氾濫モデノレの
充実，簡素化
・浸水被害の定量化手法の強化
著者等もコンサルタントとして，率直に
現状の問題，解決策を提京できるよう鋭意
努力していきたいと考えている.
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